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前 文 解 説 

私たちのまち生駒市は、大都市大阪に近接する緑豊かな住宅都市としての特性とともに、往馬大社、長弓寺、宝山

寺、高山茶筌(せん)などの歴史文化資源に加えて、関西文化学術研究都市・高山サイエンスタウンが立地するなど、

豊かな自然や歴史、伝統産業と最先端の科学が融合した関西有数の住宅都市として発展してきました。 

一方、少子高齢化をはじめ、人口減少や低成長時代の到来により、財源の確保が厳しさを増す中で地方分権が進展

するなど、地方公共団体を取り巻く社会経済情勢の急激な変化の中で、市民が行政に求めるニーズは高度化・多様

化しています。 

こうした状況において、これまでの行政主体の市政運営から脱却した市民主体のまちづくりが求められており、そ

のために市民は、自治の主役であることを自覚し、地域社会の課題の解決に向けて、自ら考え、行動するとともに、

主体的に自治にかかわっていくことが必要になっています。 

これに対して行政は、市の執行機関として持続可能な都市経営を行うため、計画的で効率的、効果的な行財政運営

を推進していかなければなりません。 

また、議会は、市民を代表し、市の団体意思の決定機関として、広く市民の声を聴きながら、行政の監視、政策形

成、立法といった機能を果たし、行政をけん制しつつ市政運営の一翼を担わなければなりません。 

私たちは、このような認識の下に、将来にわたり、すべての市民の人権が尊重され、人と自然が共生する、安全で

安心な、健康で活力のある、文化の薫り高いまちづくりを基本理念として、いつまでも住み続けたい都市－生駒市

づくりに努めます。 

ここに私たちは、市民と議会と行政とが各々の役割を自覚し、お互いを尊重し、情報共有に基づく参画と協働に

よる真の市民自治を実現するため、生駒市におけるまちづくりの最高規範として生駒市自治基本条例を制定します。 

前文では、生駒市の特性と本条例を制定する背景や趣旨、まちづくりを行っていくうえでの基本的なルールや目指

すべき自治の姿を述べています。生駒市は、自然環境の豊かさや安全な住環境、交通の利便性といった住みやすさ

に加え、歴史や伝統と最先端の顔を併せ持つ住宅都市として発展してきました。 

しかし昨今、高齢化の進行や財源確保の深刻化、市民ニーズや価値観の複雑化・多様化など、本市を取り巻く社会

環境は年々変化する中、多岐に渡る行政課題や地域課題に対応し、生駒市を活性化していくためには、行政主体で

はなく市民主体のまちづくりに取り組むことが求められています。 

 本市では、市民の定住意識とともに、まちづくりへの市民意識も高く、自治会に代表される地縁組織における活

動のほか、NPO やボランティアなどテーマ型の市民活動も年々広がりを見せ、市民力の高さも本市の大きな財産で

あるといえます。 

「生駒市自治基本条例」の「自治」とは、「自ら治める」と読めるように、地域のことは地域で考え、決定し、行

動することを指します。地方自治は、地域住民の意思と責任に基づいて行う「住民自治」と、国から独立した団体

の権限と責任において地域の行政を行う「団体自治」とで成り立っています。 

本条例では、自治の担い手である市民、議会（議員）、行政（市長、職員）が役割分担をしながら参画と協働のま

ちづくりを進めていくことを規定するとともに、第２条において「市民」を市内に居住する住民に限定せず、市内

に通学や勤務する者、事業や活動を行う者を広く含めています。 

まちづくりの主体として市政に関わり、地域コミュニティなどに参画する市民はまちづくりの主役であり、「住民

自治」と「団体自治」双方の責任者でもあり、主権者であるといえます。また、議会（議員）も行政（市長、職員）

も、生駒市としての「団体自治」を推進するための責任を負うことを、本条例において明確化しています。 

このように、市民、議会、行政の３者がそれぞれの責任と役割を果たし、お互いに尊重し、協力しながら参画と協

働のまちづくりに取り組み、真の市民自治の実現を目指すため、自治基本条例を制定することをこの前文において

決意表明しています。 

 

 

主な取組状況（進捗状況や成果） 
取組における 

課題・問題点等 
関連する各条例の運用状況 

前回の見直し時の 

推進委員会での意見 

意見に対する対応 

（対応していない場合はその理由） 

条文・条文解説で

変更が必要と思

われる箇所 

市民自治推進委員ご意見・ヒアリング希望部署 

     特になし ・細かいことですが、解説部分の文言でいくつか気

になります。 

〇条例前文では「少子高齢化（4 行目）」なのに、解

説３行目は「高齢化の進行（4 行目）」で少子化が抜

けているのはなぜ？ 

〇4 行目の「財源確保の深刻化」という表現は日本

語としていかがなものかと。「財源確保の難しさ（あ

るいは厳しさ）」とした方がいいでしょう。 

 

・うがった見方になるかもしれませんが、「様々な課

題、財源不足により、以前のような市政が行えない

ため、市民が主体にならないといけない」というよ

うに読み取れなくはないと思います。市民主体のま

ちづくりは財政や社会状況がよくてもよくなくても

大切だと思います。市民が、行政の限界を補完する

のではなく、自分たちが「まちづくりの主役」であ

ることが積極的な意義をもってとらえられるような

説明ができるとよりよいのではないかと思いまし

た。 

資料１ 
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条 文 解 説 

（目的） 

第１条 この条例は、生駒市における自治の基本理念と主権者

である市民の権利を明らかにするとともに、市民及び市の果た

すべき役割や市政運営の仕組みを定めることにより、地方自治

の本旨に基づく自治を実現し、自立した地域社会を創造するこ

とを目的とする。 

【解説】 

条例の目的を地方自治の本旨に基づく自治の実現と自立した地域社会の創造としています。「地方自治の本旨」とは、憲法で定められている地方自治のあるべき姿の

ことで、住民自治（その地方の住民の意思と責任において自治が行われること）と団体自治（ 国から独立した団体として、その団体の権限と責任において自治が行わ

れること）の２つからなるとされています。 

 

主な取組状況（進捗状況や成果） 
取組における 

課題・問題点等 

関連する各条例の運用状況 

 

前回の見直し時の 

推進委員会での意見 

意見に対する対応 

（対応していない場合はその理由） 

条文・条文解説で

変更が必要と思

われる箇所 

市民自治推進委員ご意見・

ヒアリング希望部署 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   特になし  
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条 文 解 説 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定める 

ところによる。 

(1) 市民 市内に居住する者並びに市内で働

く者、学ぶ者、活動するもの及び事業を営む

ものをいう。 

(2) 市 市議会及び市の執行機関を含めた地

方公共団体をいう。 

(3) 執行機関 市長、教育委員会、選挙管理委

員会、監査委員、公平委員会、農業委員会、

固定資産評価審査委員会及び水道事業管理者

をいう。 

(4) 参画 市の施策や事業等の計画、実施及び

評価等まちづくりの過程に、市民が主体的に

かかわることをいう。 

(5) 協働 市民と市又は市民と市民とが、それ

ぞれの役割と責任を担いながら、対等の立場

で、相互に補完し、協力することをいう。 

(6) まちづくり 住みよい豊かな地域社会を

つくるための取組をいう。 

【解説】 

＜第１号＞ 

「市民」とは、地方自治法上の「住民」（市内に住所を有する人で、外国人市民や法人も含みます｡）のほか、市内に勤務している人や市内に通学している人、市内で市民活動や事業

活動などを行っている個人や団体としています。市民の範囲を広げて定義しているのは、地域社会における課題の解決やまちづくりの推進のためには、生駒市に関係する幅広い人々が

協力しあう必要があるとの認識に基づくものです。また、「者」は個人を意味し、「もの」は個人のほか団体、企業等を含んでいます。 

＜第２号＞ 

「市」とは、普通地方公共団体の市議会及び市の執行機関です。 

＜第３号＞ 

「執行機関」とは、市長のほか、地方自治法第１８０条の５の規定により、地方公共団体に置かなければならない教育委員会等の委員会及び委員のことです。なお、水道事業管理者に

ついては、地方自治法に規定する執行機関ではないですが、地方公営企業法の規定によって、独立した権限を与えられており、独自の判断により責任ある行政運営を行うべき立場にあ

ることから、執行機関に含めることとしています。

 

＜第４号＞ 

「参画」とは、「市の施策や事業等の計画、実施及び評価の各過程で、責任を持って主体的にまちづくりにかかわること」をいいます。「参画」は、単なる参加ではなく、意思形成に

加わることで、責任ある行動が求められるという意味も含んでいます。これは、参画の原則である「情報共有」、「信頼・連帯」、「学習」、「相互理解」、「協働」、「判断・選択」、

「効率・効果」というキーワードに基づくものです。 

＜第５号＞ 

「協働」とは、まちづくりの主体である市民と市、市民同士が、それぞれの責任と役割分担に基づいて、お互いの立場や特性を生かし、尊重しながらよりよいまちづくりに協力し合う

ことをいいます。このことは協働の原則である(1)自主自立・対等、(2)相互理解・目的共有、(3)公平・公正・公開という考え方を基本としています。 

＜第６号＞ 

一般に「まちづくり」には、道路や河川、下水道などの都市基盤の整備や福祉や教育、環境などのさまざまな事業や活動がありますが、この条例では、「住みよい豊かな地域社会」を

つくるための事業や活動を「まちづくり」としています。 

 

 

 

 

《既存の法律など》 

【地方自治法】 

（委員会及び委員の設置・委員の兼業禁止等） 

第１８０条の５ 執行機関として法律の定めるところにより普通地方公共団体に置かなければならない委員会及び委員は、左の通りである。 

(1) 教育委員会 

(2) 選挙管理委員会 

(3) 人事委員会又は人事委員会を置かない普通地方公共団体にあっては公平委員会 

(4) 監査委員 

３ 第１項に掲げるものの外、執行機関として法律の定めるところにより市町村に置かなければならない委員会は、左の通りである。 

(1) 農業委員会 

(2) 固定資産評価審査委員会 

【地方公営企業法】 

（管理者の地位及び権限）  

第８条 管理者は、次に掲げる事項を除くほか、地方公営企業の業務を執行し、当該業務の執行に関し当該地方公共団体を代表する。ただし、法令に特別の定めがある場合は、

この限りでない。 

(1) 予算を調製すること。 

(2) 地方公共団体の議会の議決を経るべき事件につきその議案を提出すること。 

(3) 決算を監査委員の審査及び議会の認定に付すること。 

(4) 地方自治法第１４条第３項並びに第２２８条第２項及び第３項に規定する過料を科すること。 
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主な取組状況（進捗状況や成果） 
取組における 

課題・問題点等 

関連する各条例の運用状況 

 

前回の見直し時の 

推進委員会での意見 

意見に対する対応 

（対応していない場合はその理由） 

条文・条文解説で

変更が必要と思

われる箇所 

市民自治推進委員ご意見・

ヒアリング希望部署 

 

 

 

 

 

   特になし ・解説文には「市」とせず

「生駒市」とした方が分か

りやすい部分がありますね

（水色網掛け部分）。解説文

を変える機会があればその

時にでも。 
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条 文 解 説 

（最高規範） 

第３条 この条例は、生駒市におけるまちづくりの最高規範で

あり、市は、他の条例等の制定改廃に当たっては、この条例を

尊重し、整合を図らなければならない。 

【解説】 

この自治基本条例が、生駒市の最高規範であることを規定しています。最高規範を謳うことから、一般的に自治基本条例は自治体の憲法といわれています。市は、こ

の条例の趣旨に則って市政運営を行うとともに、他の条例・規則の制定改廃に当たっても、この条例の趣旨を尊重することを規定しています。 

 

 

主な取組状況（進捗状況や成果） 
取組における 

課題・問題点等 

関連する各条例の運用状況 

 

前回の見直し時の 

推進委員会での意見 

意見に対する対応 

（対応していない場合はその理由） 

条文・条文解説で

変更が必要と思

われる箇所 

市民自治推進委員ご意見・ヒアリン

グ希望部署 

     特になし ・趣旨を尊重するのは「ほかの条例・

規則」という表記でいいですか？「基

本計画」も含める、という考え方も

あります（前段に趣旨に従って市政

運営と行うとあるので不要かもしれ

ませんが…） 

 

・実際に条例や規則の制定改廃にあ

たり、どのように自治基本条例との

整合性を確認しているのでしょう

か。チェック体制や他部局への研修

など、法務担当や議会事務局にヒア

リングしてもいいかもしれません

ね。 

 

 


